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平
成
25
年
度
は
、
新
市
が
発
足

し
て
か
ら
進
め
て
き
た
、
地
域
の

優
れ
た
特
性
を
生
か
し
、
誇
り
を

持
っ
て
住
み
続
け
た
い
と
思
え
る

地
域
づ
く
り
を
更
に
進
め
る
た
め
、

地
域
の
活
性
化
や
市
民
の
暮
ら
し

に
直
結
す
る
福
祉
、
教
育
の
充
実

等
に
積
極
的
に
取
り
組
む
と
と
も

に
、
必
要
な
社
会
基
盤
や
地
域
の

活
力
向
上
に
つ
な
が
る
施
設
等
の

整
備
を
、
国
の
経
済
対
策
を
取
り

入
れ
る
な
ど
し
な
が
ら
着
実
に
進

め
て
き
ま
し
た
。

　

一
方
で
、
高
齢
化
の
進
展
等
に

伴
う
社
会
保
障
経
費
の
増
加
や
過

去
に
整
備
し
た
社
会
基
盤
の
維
持

を
は
じ
め
、
今
後
、
更
に
拡
大
が

見
込
ま
れ
る
行
政
需
要
に
適
切
に

対
処
し
て
い
く
た
め
に
、
将
来
的

に
安
定
し
た
財
政
基
盤
の
確
立
に

向
け
て
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ん

で
き
た
結
果
、
25
年
度
の
決
算
に

当
た
っ
て
は
、
一
定
の
剰
余
金
を

計
上
し
、
財
政
の
健
全
性
を
維
持

す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

こ
こ
で
は
決
算
の
全
体
的
な
状

況
を
紹
介
し
ま
す
。
な
お
、
他
市

町
村
と
の
比
較
の
た
め
に
、
全
国

的
に
統
一
さ
れ
た
計
算
方
法
に
よ

る
普
通
会
計
の
数
値
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

ま
ず
、
25
年
度
の
決
算
額
は
、

歳
入
が
７
０
５
億
７
８
３
万
１
千

円
、
歳
出
が
６
６
０
億
３
、
０
１

９
万
５
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
24

年
度
に
比
べ
、
歳
入
決
算
額
に
お

い
て
約
15
億
５
、
０
０
０
万
円
の

増
、
歳
出
決
算
額
に
お
い
て
は
約

20
億
７
、
０
０
０
万
円
の
増
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
は
、
市
税
に
お
い
て
法
人

市
民
税
や
固
定
資
産
税
の
税
収
が

減
少
し
た
こ
と
や
前
年
度
繰
越
金

の
減
の
一
方
で
、
24
年
度
の
国
の

経
済
対
策
に
取
り
組
ん
だ
地
方
自

治
体
の
負
担
額
に
応
じ
て
交
付
さ

れ
る
国
か
ら
の
臨
時
交
付
金
が
約

14
億
円
あ
っ
た
こ
と
な
ど
、
国
庫

支
出
金
が
大
幅
に
増
え
た
こ
と
か

ら
、
増
額
と
な
っ
た
も
の
で
す
。

　

歳
出
は
、
定
員
適
正
化
計
画
の

実
施
に
加
え
、
地
方
交
付
税
削
減

に
伴
う
給
与
の
特
例
減
額
を
行
っ

た
こ
と
に
よ
る
人
件
費
の
減
少
や

公
債
費
の
減
少
が
あ
っ
た
も
の
の
、

自
立
支
援
給
付
事
業
や
保
育
委
託

事
業
、
生
活
保
護
費
な
ど
社
会
保

障
関
係
経
費
の
伸
び
や
、
加
茂
水

族
館
改
築
事
業
や
朝
暘
第
四
小
学

校
改
築
事
業
等
の
大
規
模
投
資
事

業
の
進
展
に
よ
る
普
通
建
設
事
業

費
、
そ
の
他
、
国
の
臨
時
交
付
金

を
活
用
し
た
公
共
施
設
整
備
基
金

の
積
立
て
、
業
務
の
一
部
の
民
営

化
推
進
に
伴
う
委
託
料
や
光
熱
費

等
物
件
費
の
増
等
に
よ
っ
て
、
前

年
度
を
大
き
く
上
回
る
金
額
と
な

っ
て
い
ま
す
。

普通会計決算収支の状況　表①

歳入決算額

①

歳出決算額

②

形式収支

③＝①－②

翌年度へ

繰越すべき財源

④

実質収支

⑤＝③－④

単年度収支

⑥＝⑤－⑤´※

財政調整基金

積立金

⑦

繰上償還金

⑧

財政調整基金

取崩し額

⑨

実質単年度収支

⑩＝

⑥＋⑦＋⑧－⑨
平成25年度 705億  783万1千円 660億3,019万5千円 44億7,763万6千円 1億9,951万2千円 42億7,812万4千円 ▲5億8,854万3千円 6億1,486万　  円 6億4,623万3千円 － 6億7,255万　  円
平成24年度 689億5,192万8千円 639億6,293万　  円 49億8,899万8千円 1億2,233万1千円 48億6,666万7千円 ▲6,929万　  円 6億1,323万3千円 12億7,241万8千円 － 18億1,636万1千円
増減 15億5,590万3千円 20億6,726万5千円 ▲5億1,136万2千円 7,718万1千円 ▲5億8,854万3千円 ▲5億1,925万3千円 162万7千円 ▲6億2,618万5千円 － ▲11億4,381万1千円

※⑤´…前年度の実質収支

　

平
成
25
年
度
は
、
鶴
岡
の
未
来
を
創
造
す
る
成
長
戦
略
の
「
鶴
岡
ル
ネ
サ
ン

ス
宣
言
」
を
中
核
に
据
え
て
、
地
域
の
活
性
化
や
市
民
生
活
の
充
実
に
つ
な
が

る
諸
施
策
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
国
の
経
済
対
策
を
積
極
的
に
取
り
入
れ
、

大
規
模
投
資
事
業
を
は
じ
め
、
社
会
基
盤
の
整
備
を
進
め
ま
し
た
。
そ
の
一
方

で
、
将
来
の
市
政
運
営
を
見
据
え
て
財
政
構
造
の
健
全
化
に
も
取
り
組
ん
だ
結

果
、
普
通
会
計
の
実
質
収
支
で
42
億
７
、
８
１
２
万
４
千
円
の
黒
字
と
な
り
、

前
年
度
に
引
き
続
き
良
好
な
決
算
を
得
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

平
成
25
年
度
決
算
を
報
告
し
ま
す

市税
147億58万7千円
（20.9％）

使用料及び手数料、
分担金及び負担金
22億6,195万2千円
（3.2％）

諸収入ほか
82億3,850万3千円
（11.7％）

地方譲与税、各種交付金
21億6,745万4千円（3.0％）

市債
71億8,710万円
（10.2％）

国・県支出金
125億9,113万4千円
（17.9％）

地方交付税
233億6,110万1千円
（33.1％）

自主財源
35.8％

依存財源
64.2％

普通会計歳入額　705億783万1千円
グラフ①
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こ
れ
ら
歳
入
と
歳
出
の
単
純
な

差
引
き
＝
形
式
収
支
は
、
44
億
７
、

７
６
３
万
６
千
円
の
黒
字
と
な
り

ま
し
た
。
こ
の
う
ち
、
26
年
度
へ

繰
り
越
し
た
事
業
に
充
て
る
た
め

の
財
源
（
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ

き
財
源
）
は
１
億
９
、
９
５
１
万

２
千
円
で
、
25
年
度
の
実
質
的
な

黒
字
＝
実
質
収
支
は
42
億
７
、
８

１
２
万
４
千
円
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
24
年
度
の
実
質
収
支
額

が
48
億
６
、
６
６
６
万
７
千
円
で

あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
25
年
度
の
実

質
収
支
額
か
ら
24
年
度
の
実
質
収

支
額
を
差
し
引
い
た
金
額
＝
単
年

度
収
支
は
、
５
億
８
、
８
５
４
万

３
千
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
、
実
質
的
な
黒
字
要
素
で

あ
る
財
政
調
整
基
金
の
積
立
金
と

繰
上
償
還
金
を
加
え
た
金
額
＝
実

質
単
年
度
収
支
は
６
億
７
、
２
５

５
万
円
の
黒
字
と
な
り
、
前
年
度

に
引
き
続
き
財
政
の
健
全
性
が
維

持
さ
れ
た
決
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
以
上
、
表
①
参
照
）

平
成
25
年
度
決
算 

３
つ
の
特
徴

　

平
成
25
年
度
の
決
算
の
中
で
特

徴
的
だ
っ
た
3
点
を
紹
介
し
ま
す
。

①
鶴
岡
ル
ネ
サ
ン
ス
宣
言
等

に
沿
っ
て
新
市
の
ま
ち
づ
く

り
事
業
を
進
め
ま
し
た

　

本
市
の
ま
ち
づ
く
り
の
柱
で
あ

る
「
鶴
岡
ル
ネ
サ
ン
ス
宣
言
」
に

基
づ
き
、
地
域
の
総
合
力
を
発
揮

す
る
こ
と
で
、
持
続
可
能
な
希
望

あ
ふ
れ
る
鶴
岡
市
を
市
民
と
と

も
に
構
築
す
る
こ
と
を
目
指
し
、

様
々
な
取
り
組
み
を
進
め
ま
し
た
。

　

地
場
の
可
能
性
を
伸
ば
す
「
創

造
文
化
都
市
宣
言
」
で
は
、
本
市

の
食
文
化
を
産
業
振
興
や
市
民
生

活
の
向
上
等
に
生
か
す
事
業
や
ユ

普通会計　全国の地方公共団体ごとの財政
　比較を行うため地方財政統計上用いられ
　る会計区分。鶴岡市では一般会計と休日
　夜間診療所や墓園事業等の特別会計を合
　わせたもので、決算額の大部分は一般会
　計で構成されている
自主財源　自前の収入。市税、使用料手数
　料、分担金負担金、財産収入、寄附金、
　繰越金、諸収入等
依存財源　国や県から交付されたお金、借
　り入れたお金。地方交付税、国・県支出
　金、市債、交付金等
市税　市民税、固定資産税、軽自動車税、
　市たばこ税、入湯税、都市計画税等
使用料及び手数料　市の施設を使ったり、
　住民票の交付を受けたりした方から頂い
　たお金
分担金及び負担金　特定の利益を受けた方
　から負担していただいたお金
地方交付税　所得税等国が徴収した税金の
　中から、市の財政状況に応じて交付され
　たお金
国・県支出金　特定の目的のために、国や
　県から交付されたお金
市債　投資的経費等に充てるために、国や
　金融機関から市が借りたお金
地方譲与税　国が徴収した自動車重量税等
　から配分されたお金
義務的経費　人件費、扶助費、公債費とい
　った、支出が義務付けられた経費
投資的経費　道路や建物等の建設事業費や
　用地の購入費、災害復旧費等
人件費　市職員の給料、議員の報酬等
扶助費　生活保護費や障害者等への援助費
　等福祉のためのお金
公債費　市債返済のためのお金
普通建設事業費　道路や建物等の建設事業
　費や用地の購入費
繰出金　公共下水道事業特別会計や国民健
　康保険特別会計等の他会計や基金等へ要
　する経費
物件費　委託料や使用料、光熱水費、消耗
　品費、臨時職員の賃金、備品購入費、修
　繕料等
補助費等　各種団体への補助金や交付金、
　保険料、会費や謝礼等
投資及び出資金　病院事業会計や水道事業
　会計への出資金等
貸付金　中小企業金融に対する貸付金の原
　資等
維持補修費　施設や道路等の維持補修費。
　除雪費も含まれる
積立金　財政調整基金や減債基金の他、特
　定目的の基金（地域振興基金等）として
　積み立てるお金

財政の用語解説

普通会計決算収支の状況　表①

歳入決算額

①

歳出決算額

②

形式収支

③＝①－②

翌年度へ

繰越すべき財源

④

実質収支

⑤＝③－④

単年度収支

⑥＝⑤－⑤´※

財政調整基金

積立金

⑦

繰上償還金

⑧

財政調整基金

取崩し額

⑨

実質単年度収支

⑩＝

⑥＋⑦＋⑧－⑨
平成25年度 705億  783万1千円 660億3,019万5千円 44億7,763万6千円 1億9,951万2千円 42億7,812万4千円 ▲5億8,854万3千円 6億1,486万　  円 6億4,623万3千円 － 6億7,255万　  円
平成24年度 689億5,192万8千円 639億6,293万　  円 49億8,899万8千円 1億2,233万1千円 48億6,666万7千円 ▲6,929万　  円 6億1,323万3千円 12億7,241万8千円 － 18億1,636万1千円
増減 15億5,590万3千円 20億6,726万5千円 ▲5億1,136万2千円 7,718万1千円 ▲5億8,854万3千円 ▲5億1,925万3千円 162万7千円 ▲6億2,618万5千円 － ▲11億4,381万1千円

※⑤´…前年度の実質収支

人件費
104億2,372万5千円
（15.8％）

扶助費
109億5,660万8千円
（16.6％）

公債費
85億1,895万6千円
（12.9％）普通建設事業費

99億8,841万4千円
（15.1％）災害復旧事業費

4億8,062万5千円（0.7％）

物件費
76億8,330万9千円
（11.6％）

繰出金
74億5,094万7千円
（11.3％）

補助費等
40億6,531万8千円
　　（6.2％）

投資及び出資金、貸付金
23億7,062万6千円（3.6％）

維持補修費
13億6,636万9千円（2.1％）

積立金
27億2,529万8千円（4.1％）

普通会計歳出額　660億3,019万5千円
グラフ②

義務的経費
45.3％

投資的
経費
15.8％

その他の経費
38.9％
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ネ
ス
コ
創
造
都
市
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

へ
の
加
盟
に
向
け
た
取
り
組
み
を

進
め
、
食
文
化
創
造
都
市
を
推
進

す
る
と
と
も
に
、
農
商
工
観
及
び

産
学
官
の
連
携
強
化
に
よ
る
農
林

水
産
業
の
6
次
産
業
化
を
促
進
し

ま
し
た
。
ま
た
、
鶴
岡
シ
ル
ク
関

連
産
業
の
自
立
的
発
展
を
目
指
す

シ
ル
ク
タ
ウ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
、

中
小
企
業
の
も
の
づ
く
り
の
支
援
、

産
業
人
材
育
成
等
も
行
い
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
市
民
の
多
様
な
文
化
活

動
の
拠
点
で
あ
る
新
文
化
会
館
に

つ
い
て
は
、
施
設
の
設
計
、
旧
施

設
の
解
体
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

　

人
と
人
の
繋つ

な

が
り
か
ら
交
流
人

口
を
拡
大
す
る
「
観
光
文
化
都
市

宣
言
」
で
は
、
26
年
6
月
に
オ
ー

プ
ン
し
た
加
茂
水
族
館
の
本
体
及

び
駐
車
場
等
の
工
事
を
進
め
ま
し

た
。
こ
の
財
源
の
一
部
に
は
全
国

か
ら
多
く
の
方
に
ご
応
募
い
た
だ

き
ま
し
た
住
民
参
加
型
市
場
公
募

債
（
加
茂
水
族
館
ク
ラ
ゲ
ド
リ
ー

ム
債
）
を
充
て
て
い
ま
す
。
ま
た
、

本
年
の
山
形
デ
ス
テ
ィ
ネ
ー
シ
ョ

ン
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
開
催
を
見
据

え
て
、
新
加
茂
水
族
館
を
は
じ
め
、

出
羽
三
山
の
羽
黒
山
午
歳
御
縁
年

や
食
文
化
等
、
本
市
の
多
様
な
観

光
資
源
の
紹
介
・
宣
伝
や
観
光
キ

ャ
ン
ペ
ー
ン
を
積
極
的
に
展
開
し

ま
し
た
。
地
域
間
交
流
を
支
え
る

高
速
交
通
基
盤
に
つ
い
て
は
、
日

本
海
沿
岸
東
北
自
動
車
道
の
県
境

区
間
の
整
備
促
進
、
庄
内
空
港
の

利
便
性
向
上
、
羽
越
本
線
の
高
速

化
や
安
定
輸
送
対
策
等
に
つ
い
て

運
動
を
展
開
し
ま
し
た
。

 

「
知
」
を
活い

か
す
「
学
術
文
化
都

市
宣
言
」
で
は
、
高
等
教
育
機
関

相
互
の
連
携
を
一
層
図
り
、
地
元

企
業
と
の
共
同
研
究
先
導
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
展
開
や
人
材
育
成
を
進

め
る
こ
と
で
バ
イ
オ
ク
ラ
ス
タ
ー

の
形
成
に
努
め
ま
し
た
。
ま
た
、

先
端
研
究
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
に

地
域
内
外
の
企
業
の
集
積
を
図
っ

た
他
、
多
く
の
市
民
の
協
力
の
下
、

慶
應
義
塾
大
学
先
端
生
命
科
学
研

究
所
と
地
域
の
医
療
機
関
が
共
同

で
「
鶴
岡
み
ら
い
健
康
調
査
」
を

行
い
、
最
先
端
の
技
術
を
市
民
の

健
康
づ
く
り
に
つ
な
げ
る
取
り
組

み
を
進
め
ま
し
た
。

　

暮
ら
す
環
境
を
整
え
る
「
安
心

文
化
都
市
宣
言
」
で
は
、
朝
暘
四

小
及
び
朝
日
中
の
改
築
や
温
海
小
、

朝
暘
六
小
、
鶴
岡
四
中
及
び
藤
島

中
の
耐
震
補
強
に
加
え
、
自
主
防

災
組
織
の
育
成
や
消
防
力
の
充
実

強
化
、
道
路
等
の
冠
水
対
策
等
、

災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め

ま
し
た
。
ま
た
、
新
た
に
小
学
生

以
下
第
三
子
以
降
に
係
る
保
育

所
・
幼
稚
園
等
の
保
育
料
を
無
料

化
し
た
他
、
暘
光
児
童
館
の
建
設

や
民
間
保
育
所
等
の
改
修
及
び
運

普通会計における
歳入歳出額と
実質収支額の推移

グラフ③

普通会計の
性質別歳出額の推移

グラフ④

歳入 歳出 実質収支

歳入歳出額
（億円）

実質収支額
（億円）

600

650

700

750

0

20

60

40

平成21年度

17.0

654.9
672.2

705.1
689.5682.9

635.5 636.5 630.1 639.6
660.3

31.1

42.8
48.749.4

22年度 23年度 24年度 25年度平成21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

その他の経費投資的経費

扶助費公債費人件費

（億円）

400

500

600

700

0

100

200

300

117.0

256.6251.3243.0232.9240.1

104.781.884.696.9104.3

79.7 100.1 104.6 107.2 109.6

85.288.983.791.494.4

104.2110.4114.1115.2
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営
支
援
、
子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン

タ
ー
の
相
談
機
能
の
充
実
等
、
ハ

ー
ド
・
ソ
フ
ト
両
面
か
ら
子
育
て

環
境
の
整
備
に
努
め
ま
し
た
。
さ

ら
に
、
市
民
の
健
康
づ
く
り
の
面

で
は
、
乳
幼
児
期
か
ら
高
齢
期
ま

で
各
年
代
に
お
け
る
健
康
診
査
の

充
実
を
図
り
、
特
に
、
が
ん
検
診

の
受
診
率
向
上
対
策
や
特
定
健
診

の
未
受
診
者
へ
の
受
診
勧
奨
等
に

取
り
組
み
ま
し
た
。

　

自
然
と
共と

も

に
生
き
る
「
森
林
文

化
都
市
宣
言
」
で
は
、
各
地
域
の

豊
か
な
自
然
を
生
か
し
た
森
の
散

歩
道
の
整
備
や
散
策
イ
ベ
ン
ト
の

実
施
、
自
然
学
習
交
流
館
「
ほ
と

り
あ
」
を
拠
点
と
し
た
自
然
環
境

教
育
、
市
民
に
よ
る
森
づ
く
り
等

を
通
し
た
自
然
に
親
し
む
機
会
の

創
出
を
図
り
ま
し
た
。
ま
た
、
林

道
や
作
業
道
の
整
備
、
地
域
産
材

や
間
伐
材
の
利
用
促
進
等
に
よ
る

森
林
資
源
の
保
全
・
活
用
を
図
る

と
と
も
に
、
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
や

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
補

助
に
よ
っ
て
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

や
太
陽
光
等
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
普
及
促
進
を
図
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
他
に
、
各
地
域
の
特

性
を
生
か
し
た
地
域
活
性
化
事
業
、

地
域
間
連
携
事
業
を
進
め
る
と
と

も
に
、
中
山
間
地
域
や
過
疎
地
域

で
は
、
集
落
支
援
員
活
動
の
実
施

や
集
落
ビ
ジ
ョ
ン
活
動
へ
の
支
援

に
よ
る
振
興
に
努
め
た
他
、
大
鳥

地
区
へ
の
地
域
お
こ
し
協
力
隊
の

配
置
等
を
行
い
ま
し
た
。
ま
た
、

市
民
・
地
域
・
行
政
の
協
調
、
協

力
に
よ
っ
て
地
域
の
総
合
力
が
発

揮
さ
れ
る
よ
う
、
鶴
岡
パ
ー
ト
ナ

ー
ズ
推
進
事
業
や
車
座
ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
に
加
え
、
い
き
い
き
ま
ち
づ

く
り
事
業
や
鶴
岡
ま
ち
づ
く
り
塾

等
を
継
続
し
、
市
民
主
体
の
ま
ち

づ
く
り
活
動
を
支
援
し
ま
し
た
。　

②
本
市
を
取
り
巻
く
社
会
経

済
情
勢
へ
の
対
応
に
努
め
ま

し
た

　

現
下
の
社
会
経
済
情
勢
を
踏
ま

え
て
安
全
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
、

少
子
化
対
策
、
経
済
対
策
に
努
め

ま
し
た
。

　

安
全
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
に
つ

い
て
は
、
東
日
本
大
震
災
に
伴
う

災
害
対
策
基
本
法
の
改
正
や
国
・

県
の
防
災
計
画
の
修
正
を
踏
ま
え
、

鶴
岡
市
地
域
防
災
計
画
及
び
鶴
岡

市
水
防
計
画
の
見
直
し
を
行
い
ま

し
た
。
ま
た
、
津
波
か
ら
の
避
難

路
整
備
に
対
す
る
支
援
、
自
主
防

災
組
織
や
消
防
団
等
の
防
災
関
係

団
体
を
対
象
と
し
た
防
災
講
演
会

の
実
施
、
土
砂
災
害
ハ
ザ
ー
ド
マ

ッ
プ
の
作
成
等
地
域
防
災
体
制
の

強
化
を
図
っ
た
他
、
災
害
時
の
避

難
所
と
な
る
小
・
中
学
校
や
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
、
公
民
館
等

へ
の
発
電
機
や
投
光
器
の
配
備
並

び
に
太
陽
光
発
電
や
蓄
電
設
備
の

整
備
等
、
市
と
し
て
の
災
害
対
応

力
の
向
上
も
図
り
ま
し
た
。
東
日

本
大
震
災
に
関
し
て
は
、
引
き
続

き
、
本
市
に
避
難
さ
れ
て
い
る
方

へ
の
情
報
提
供
や
相
談
会
等
を
行

っ
た
他
、
石
巻
市
へ
の
職
員
の
長

期
派
遣
を
継
続
し
て
い
ま
す
。

　

少
子
化
対
策
に
つ
い
て
は
、
小

学
生
以
下
第
三
子
以
降
の
保
育
料

を
無
料
化
し
た
他
、
未
就
学
児
の

医
療
費
完
全
無
料
化
を
は
じ
め
と

す
る
子
育
て
支
援
医
療
給
付
事
業

や
特
定
不
妊
治
療
費
助
成
制
度
の

継
続
実
施
、
保
育
士
や
指
導
員
等

の
処
遇
改
善
を
行
う
民
間
の
保
育

所
や
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
へ
の
支

援
、
さ
ら
に
は
婚
活
支
援
事
業
と

し
て
地
域
の
企
業
・
団
体
等
と
の

連
携
に
よ
っ
て
地
域
社
会
全
体
で

結
婚
を
後
押
し
す
る
環
境
づ
く
り

に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

経
済
対
策
に
つ
い
て
は
、
地
域

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
の
拡
充
や

国
・
県
の
制
度
を
活
用
し
な
が
ら

緊
急
雇
用
創
出
事
業
を
継
続
し
て

実
施
す
る
と
と
も
に
、
本
市
独
自

の
金
融
対
策
事
業
等
で
地
域
経
済

の
下
支
え
に
努
め
ま
し
た
。
こ
れ

ら
に
加
え
て
、
国
の
経
済
対
策
に

係
る
道
路
や
公
園
、
農
林
水
産
業

施
設
整
備
、
小
・
中
学
校
耐
震
化

等
の
ハ
ー
ド
事
業
に
つ
い
て
も
24

年
度
予
算
に
一
部
前
倒
し
し
て
措

市債発行額の推移
グラフ⑤

市債発行額 臨時財政対策債を
除く発行額

60

80

100

0

20

40

（億円）

平成21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

55.0

45.9 45.146.5
39.6

78.7 80.9

71.972.4
65.5

市債残高の推移 グラフ⑥

その他の市債
（建設事業・地域振興基金等）臨時財政対策債

残高
（億円）

平成21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

300

400

500

0

100

200

700

600

171.0

536.2

226.3

550.6

215.7

561.6

210.8

581.1

198.2

606.8

合計
777.8

合計
762.5

合計
766.3

合計
772.4

合計
779.3
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置
し
た
上
で
25
年
度
に
繰
り
越
し

て
実
施
し
ま
し
た
。

③
行
財
政
改
革
の
着
実
な
推

進
と
将
来
負
担
の
軽
減
に
努

め
ま
し
た

　

様
々
な
ま
ち
づ
く
り
事
業
を
進

め
る
一
方
、
合
併
特
例
期
間
（
合

併
し
た
年
度
と
そ
の
後
10
年
間
。

本
市
の
場
合
は
27
年
度
ま
で
）
の

終
了
を
見
据
え
、
健
全
な
財
政
運

営
を
維
持
す
る
た
め
、
鶴
岡
市
行

財
政
改
革
大
綱
の
下
、
定
員
適
正

化
計
画
の
着
実
な
推
進
に
よ
る
職

員
数
削
減
の
他
、
特
別
職
の
公
用

車
運
転
業
務
の
外
部
委
託
、
鶴
岡

地
域
の
体
育
施
設
の
管
理
運
営
の

民
間
団
体
へ
の
指
定
管
理
委
託
、

産
直
施
設
や
林
業
集
会
施
設
の
実

質
的
な
運
営
者
・
利
用
者
へ
の
譲

渡
等
民
間
活
用
に
積
極
的
に
取
り

組
み
、
効
率
的
で
効
果
的
な
組
織

機
構
を
目
指
す
と
と
も
に
、
経
費

の
削
減
に
努
め
ま
し
た
。
中
で
も

人
件
費
に
つ
い
て
は
定
員
適
正
化

計
画
に
よ
る
職
員
数
の
削
減
に
加

え
、
25
年
度
限
り
の
特
例
措
置
で

あ
り
ま
し
た
が
地
方
交
付
税
削
減

に
伴
う
給
与
の
減
額
を
行
っ
た
こ

と
も
あ
り
、
対
前
年
度
で
６
億
２
、

０
０
９
万
３
千
円
、
５
・
６
％
減

少
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
25
年
度
は
市
債
の
繰
上

償
還
（
返
済
）
を
元
金
ベ
ー
ス
で

６
億
４
、
６
２
３
万
３
千
円
実
施

し
、
こ
れ
に
将
来
負
担
す
る
利
子

額
を
含
め
る
と
６
億
８
、
５
１
５

万
５
千
円
の
将
来
負
担
を
軽
減
し

ま
し
た
。
さ
ら
に
、
28
年
度
以
降
、

地
方
交
付
税
の
優
遇
措
置
終
了
に

よ
る
段
階
的
減
額
後
の
公
債
費
負

担
に
備
え
る
と
と
も
に
、
国
の
経

済
対
策
事
業
の
財
源
と
し
て
発
行

す
る
市
債
等
の
円
滑
な
償
還
も
考

慮
し
て
、
８
億
６
７
２
万
７
千
円

を
減
債
基
金
へ
積
み
立
て
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
将
来
の
負
担
軽

減
に
備
え
、
取
り
組
み
を
進
め
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
が
、
人
口
減
少

や
少
子
高
齢
化
、
施
設
の
老
朽
化

等
に
伴
い
、
財
政
を
め
ぐ
る
環
境

は
、
一
層
厳
し
さ
を
増
し
て
い
く

こ
と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。
合
併
特

例
期
間
終
了
後
も
、
引
き
続
き
健

全
な
財
政
運
営
を
維
持
す
る
た
め
、

効
率
的
な
行
政
シ
ス
テ
ム
の
構
築

や
事
務
事
業
の
見
直
し
を
図
る
鶴

岡
市
行
財
政
改
革
大
綱
を
着
実
に

推
進
し
必
要
な
政
策
的
経
費
が
十

分
に
確
保
で
き
る
よ
う
努
め
ま
す
。

決
算
Ｑ
＆
Ａ

歳
入
の
状
況
は
？ 

（
グ
ラ
フ
①
・
③
）

　
　
　

歳
入
総
額
は
７
０
５
億
７　
　

　
　

８
３
万
１
千
円
（
対
前
年
度

15
億
５
、５
９
０
万
３
千
円
の
増
）

で
し
た
。
こ
れ
は
、
国
の
緊
急
経

済
対
策
に
よ
る
地
域
の
元
気
臨
時

交
付
金
の
交
付
や
地
方
交
付
税
の

う
ち
普
通
交
付
税
が
引
き
続
き
合

併
算
定
替
え
に
よ
る
優
遇
措
置
を

受
け
て
増
と
な
っ
た
こ
と
等
に
よ

る
も
の
で
す
。

　

主
な
科
目
ご
と
に
見
る
と
、
市

税
は
、
個
人
所
得
の
伸
び
等
に
よ

っ
て
個
人
市
民
税
が
３
、
５
０
１

万
２
千
円
の
増
と
な
っ
た
も
の

の
、
法
人
市
民
税
が
３
億
２
、
４

７
０
万
２
千
円
の
減
、
固
定
資
産

税
が
土
地
価
格
の
下
落
等
に
よ
っ

て
９
、
３
０
２
万
４
千
円
の
減
と

な
り
、
全
体
と
し
て
１
４
７
億
58

万
７
千
円
（
同
３
億
４
０
２
万
８

千
円
、
２
・
０
％
の
減
）
と
な
り

ま
し
た
。
地
方
交
付
税
は
２
３
３

億
６
、
１
１
０
万
１
千
円
（
同
３
、

９
０
４
万
４
千
円
、
０
・
２
％
の

増
）、
前
年
度
繰
越
金
は
49
億
８
、

８
９
９
万
８
千
円
（
同
２
億
９
、

０
６
０
万
８
千
円
、
５
・
５
％
の

減
）
で
し
た
。
市
債
は
、
臨
時
財

政
対
策
債
（
償
還
に
要
す
る
費
用

の
全
額
が
地
方
交
付
税
と
し
て
戻

っ
て
く
る
）
の
発
行
額
が
８
、
７

９
０
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
が
、

将
来
の
公
債
費
負
担
の
軽
減
を
目

的
と
し
て
建
設
事
業
債
の
発
行
を

抑
え
た
こ
と
か
ら
、
71
億
８
、
７

１
０
万
円
（
同
５
、
４
２
０
万
円
、

０
・
７
％
の
減
）
と
な
っ
て
い
ま

す
。
な
お
、
こ
の
う
ち
後
年
度
に

有
利
な
地
方
交
付
税
措
置
を
受
け

る
こ
と
の
で
き
る
合
併
特
例
債
が

30
億
２
、
７
１
０
万
円
で
、
借
金

を
す
る
場
合
で
も
合
併
の
効
果
を

最
大
限
に
生
か
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
過
疎
債
・
辺
地
債
は
６
億
６
、

３
１
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
税
や
使
用
料
、
前
年
度
繰
越

金
等
、
市
が
自
主
的
に
調
達
で
き

る
自
主
財
源
は
２
５
２
億
１
０
４

万
２
千
円
（
同
７
億
３
、
５
５
１

万
１
千
円
の
減
）
と
な
り
、
自
主

財
源
比
率
は
37
・
７
％
か
ら
35
・

８
％
に
低
下
し
ま
し
た
。
本
市
は
、

歳
入
に
お
け
る
地
方
交
付
税
の
割

合
が
33
・
１
％
と
高
く
、
ま
た
、

国
庫
支
出
金
等
に
も
相
当
依
存
し

て
お
り
、
国
の
地
方
財
政
対
策
の

影
響
が
依
然
と
し
て
大
き
い
状
況

に
あ
り
ま
す
。

歳
出
の
状
況
は
？ 

（
グ
ラ
フ
②
・
③
・
④
）

　
　
　

歳
出
総
額
は
６
６
０
億
３
、

　
　

０
１
９
万
５
千
円
（
対
前
年

度
20
億
６
、
７
２
６
万
５
千
円
の

増
）
で
し
た
。
こ
れ
は
、
人
件
費

や
公
債
費
等
が
減
少
し
て
い
る
一

方
で
、
社
会
保
障
関
係
経
費
や
普

通
建
設
事
業
費
、
地
域
の
元
気
臨

時
交
付
金
を
活
用
し
た
公
共
施
設

整
備
基
金
の
積
立
金
の
増
等
に
よ

っ
て
、
全
体
と
し
て
増
額
と
な
っ

積立基金の状況（種類と年度末残高）　表②
平成22年度末 平成23年度末 平成24年度末 平成25年度末

財政調整基金 25億2,778万円 31億3,517万円 37億4,841万円 43億6,327万円

減債基金 1億3,498万円 1億3,539万円 12億3,607万円 20億4,279万円

地域振興基金 40億　         円 40億　         円 40億　         円 40億　         円
そ
の
他
の
特
定
目
的
基
金

まちづくり基金 3億4,729万円 3億3,475万円 3億   624万円 3億   752万円

公共施設整備基金 2億4,178万円 2億4,251万円 2億4,400万円 14億3,232万円

社会福祉基金 1億8,113万円 1億8,125万円 1億8,195万円 1億8,294万円

その他 10億1,277万円 9億4,164万円 9億6,130万円 9億7,698万円

小計 17億8,297万円 17億     15万円 16億9,349万円 28億9,976万円

合　　計 84億4,573万円 89億7,071万円 106億7,797万円 133億   582万円

財政調整基金　地方公共団体における
　年度間の財源の不均衡を調整するた
　めの基金。経済不況等による大幅な
　税収減に見舞われたり、災害の発生
　等による思わぬ支出が増加したりし
　た場合等への備えとして積み立てて
　いるもの
減債基金　地方債の償還及びその信用
　維持のために設置する基金。公債費
　の増加が地方財政の弾力性を失わせ
　ることから、公債費の償還を計画的
　に行うために積み立てているもの
地域振興基金　合併市町村が地域住民
　の一体感醸成や地域振興を目的に設
　置する基金

Ｑ１Ａ１
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た
も
の
で
す
。

　

ま
ず
義
務
的
経
費
か
ら
見
る
と
、

人
件
費
は
定
員
適
正
化
計
画
の
実

施
に
よ
る
職
員
数
の
削
減
や
特
例

的
に
給
与
減
額
を
実
施
し
た
こ
と

等
に
伴
い
、
対
前
年
度
で
６
億

２
、
０
０
９
万
３
千
円
、
５
・
６

％
の
減
で
し
た
。
一
方
、
扶
助
費

は
自
立
支
援
給
付
事
業
や
保
育
委

託
事
業
、
生
活
保
護
費
等
の
増
に

よ
っ
て
２
億
３
、
５
２
３
万
２
千

円
、
２
・
２
％
の
増
、
市
債
の
返

済
で
あ
る
公
債
費
は
繰
上
償
還
が

６
億
２
、
６
１
８
万
５
千
円
の
減

と
な
っ
た
こ
と
等
に
よ
っ
て
３
億

６
、
９
６
２
万
５
千
円
の
減
と
な

り
、
義
務
的
経
費
全
体
で
は
７
億

５
、
４
４
８
万
６
千
円
、
２
・
５

％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
投
資
的
経
費
は
、
加
茂

水
族
館
改
築
事
業
（
対
前
年
度
８

億
２
、
９
６
６
万
１
千
円
の
増
）、

朝
暘
第
四
小
学
校
改
築
事
業
（
同

３
億
５
、
０
７
２
万
５
千
円
の

増
）、朝
日
中
学
校
改
築
事
業
（
同

４
億
２
、３
１
９
万
１
千
円
の
増
）

文
化
会
館
整
備
事
業
（
同
２
億

６
、
１
５
２
万
６
千
円
の
増
）
等

の
大
規
模
な
投
資
事
業
に
よ
る
増

要
因
が
多
く
、
投
資
的
経
費
全
体

で
は
22
億
８
、
９
６
０
万
１
千
円
、

28
・
０
％
の
増
と
な
り
、
合
併
新

市
の
ま
ち
づ
く
り
事
業
に
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
い
る
と
い
え
ま
す
。

　

そ
の
他
の
経
費
で
は
、
繰
出
金

が
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計
や

浄
化
槽
事
業
特
別
会
計
に
対
す
る

繰
出
金
の
減
等
に
よ
っ
て
対
前
年

度
１
億
６
、
９
８
４
万
４
千
円
、

２
・
２
％
の
減
、
補
助
費
等
が
農

地
集
積
協
力
金
の
減
等
に
よ
っ
て

３
、
２
３
７
万
４
千
円
、
０
・
８

％
の
減
、
貸
付
金
が
中
小
企
業
や

農
業
者
向
け
運
転
資
金
の
貸
付
額

縮
小
等
に
よ
っ
て
５
、
８
７
５
万

６
千
円
、
３
・
４
％
の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。
一
方
で
積
立
金
は
地

域
の
元
気
臨
時
交
付
金
等
を
財
源

に
公
共
施
設
整
備
基
金
を
12
億
２
、

６
３
１
万
６
千
円
積
み
立
て
た
こ

と
等
に
よ
っ
て
９
億
３
、
４
９
０

万
３
千
円
、
52
・
２
％
の
増
、
物

件
費
が
鶴
岡
地
域
の
体
育
施
設
の

指
定
管
理
へ
の
移
行
や
電
気
料
金

の
値
上
が
り
等
に
よ
っ
て
２
億
４
、

２
０
２
万
３
千
円
、
３
・
３
％
の

増
、
投
資
及
び
出
資
金
は
荘
内
病

院
事
業
会
計
へ
の
出
資
金
の
増
等

に
よ
っ
て
２
、
３
３
１
万
５
千
円
、

３
・
４
％
の
増
と
な
り
、
そ
の
他

の
経
費
全
体
で
は
５
億
３
、
２
１

５
万
円
、
２
・
１
％
の
増
と
な
り

ま
し
た
。

借
金
（
市
債
）
の
状
況
は
？ 

（
グ
ラ
フ
⑤
・
⑥
）

　
　
　

市
の
借
金
（
市
債
）
の
残

　
　

高
は
７
６
２
億
５
、
４
０
２

万
５
千
円
と
な
り
、
対
前
年
度
で

３
億
８
、
２
５
８
万
９
千
円
の
減

と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
将
来

の
財
政
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
繰

上
償
還
を
実
施
し
た
こ
と
も
あ
り
、

元
金
償
還
額
が
75
億
６
、
９
６
８

万
９
千
円
と
、
借
入
額
の
71
億
８
、

７
１
０
万
円
を
上
回
っ
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。
な
お
、
こ
の
借

金
の
中
に
は
、
そ
の
全
額
が
交
付

税
措
置
さ
れ
る
臨
時
財
政
対
策
債

も
含
ま
れ
て
お
り
、
こ
の
臨
時
財

政
対
策
債
分
を
除
い
た
市
債
の
残

高
は
５
３
６
億
２
、
５
４
１
万
６

千
円
（
対
前
年
度
14
億
３
、
６
６

８
万
５
千
円
の
減
）と
な
り
、年
々

着
実
に
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
借
金
を
す
る
場

合
で
も
、
合
併
特
例
債
や
過
疎
債
、

辺
地
債
等
、
交
付
税
措
置
の
有
利

な
起
債
を
最
大
限
活
用
し
、
将
来

負
担
の
軽
減
を
図
っ
て
い
ま
す
。

貯
金
（
積
立
基
金
）
の
状

況
は
？
（
表
②
）

　
　
　

積
立
基
金
の
総
額
は
１
３

　
　

３
億
５
８
２
万
円
（
対
前
年

度
26
億
２
、
７
８
５
万
円
の
増
）

と
な
り
ま
し
た
。
公
共
施
設
整
備

基
金
へ
12
億
２
、
６
３
１
万
６
千

円
、
減
債
基
金
へ
８
億
６
７
２
万

７
千
円
、
財
政
調
整
基
金
へ
６
億

１
、
４
８
６
万
円
積
み
立
て
た
こ

と
が
主
な
要
因
で
す
。
財
政
調
整

平成25年度の主な事業
【総務費】　各種基金積立金…26億4,393万円、先端生命科学研
究所支援事業…3億5,026万円、交通輸送対策事業…1億7,869
万円、防犯灯整備事業…5,193万円、地域活性化・地域間連携
事業…1,559万円、食文化創造都市推進事業…1,518万円、森
林文化都市構想推進事業…433万円、鶴岡パートナーズ推進事
業…192万円
【民生費・衛生費】　◆子育て支援、健全育成　保育委託事業…
26億461万円、市立保育園管理運営事業…3億3,792万円、子
育て支援医療給付事業…2億949万円、第四学区児童館（仮称）
建設事業…1億6,970万円　◆低所得者・障害者福祉等　自立
支援給付事業…23億334万円、各種扶助費（生活保護費）…
18億4,592万円、重度心身障害（児）者医療給付事業…2億
7,041万円　◆健康づくり　予防接種事業…2億3,964万円、
健康診査事業…2億2,451万円、特定不妊治療費助成事業…
438万円、がん検診受診率向上対策事業…591万円　◆環境対
策　燃やすごみ焼却処理事業…2億4,755万円、塵芥収集事業
…2億9,960万円
【農林水産業費】　◆農業・農村整備　中山間地域等直接支払交
付金事業…2億6,204万円、経営体育成支援事業…1億8,039万
円、県営経営体育成基盤整備事業…8,040万円、農地・水保全
管理支払活動支援事業…1億6,289万円、特産物生産推進支援
事業…1億601万円、地域営農システム構築事業…1億4,024万

円　◆林業・水産業　林道三瀬矢引線開設事業…1億247万円、
作業道整備事業…3,530万円、漁港施設整備改良事業…8,382
万円、森林整備支援事業…1,106万円、漁港漁村活性化支援事
業…83万円
【商工費・労働費】　金融対策事業…16億5,885万円、加茂
水族館改築事業…19億8,646万円、緊急雇用創出事業…2億
2,697万円、観光一般事業…1億2,003万円、企業立地促進事
業…6,879万円、地域内企業の高度化、企業活性化支援事業…
1,820万円、観光文化都市つるおか交流推進事業…1,090万円
【土木費】　◆道路・橋りょう　道路整備事業…13億1,813万
円、橋梁新設改良事業…1億3,107万円　◆除排雪　除雪対策
事業…8億3,572万円、除雪機械整備事業…1億3,692万円　◆
都市計画　藤島城址前等整備・歴史公園整備事業…1億2,534
万円、鶴岡公園整備事業…1,131万円　◆建築　地域住宅活性
化事業…1億1,611万円、市営住宅新営改良事業…8,594万円
【消防費】　消防無線デジタル化整備事業…3億1,773万円、非
常備消防維持管理事業…2億2,095万円、消防施設新営改良事
業…1億8,171万円、避難所強化対策事業…3,499万円
【教育費】　◆教育体制と環境の整備　朝暘第四小学校改築事業
…16億4,850万円、朝日中学校改築事業…4億5,427万円、小・
中学校通学対策事業…2億6,316万円、小・中学校耐震補強事
業…1億4,871万円　◆市民学習・スポーツ　文化会館整備事
業…3億802万円、スポーツ施設改修事業…1億408万円、地域
地区公民館市民学習促進事業…1,356万円

Ｑ３Ａ３
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基
金
は
、
年
度
間
の
財
源
調
整
や

大
規
模
投
資
事
業
の
実
施
、
災
害

等
の
緊
急
事
態
が
発
生
し
た
場
合

へ
の
備
え
と
し
て
重
要
な
こ
と
か

ら
、
鶴
岡
市
行
財
政
改
革
大
綱
に

基
づ
い
て
積
立
て
を
実
施
し
た
も

の
で
す
。
ま
た
、
減
債
基
金
は
、

合
併
特
例
債
の
発
行
期
限
が
32
年

度
ま
で
延
長
さ
れ
た
こ
と
等
に
伴

い
、
合
併
特
例
期
間
終
了
後
の
市

債
の
償
還
財
源
の
確
保
が
一
層
大

き
な
課
題
と
な
る
こ
と
か
ら
積
立

て
を
行
っ
た
も
の
で
す
。
こ
う
し

た
基
金
へ
の
積
み
増
し
に
よ
っ
て
、

地
域
の
振
興
発
展
に
必
要
な
財
源

と
公
債
費
の
償
還
財
源
の
確
保
を

図
っ
て
い
き
ま
す
。

財
政
分
析
指
標

▼
経
常
収
支
比
率

　

経
常
収
支
比
率
と
は
、
地
方
公

共
団
体
の
財
政
構
造
の
弾
力
性
を

判
断
す
る
指
標
で
、
経
常
一
般
財

源
等
収
入
が
経
常
的
経
費
（
人
件

費
、
扶
助
費
、
公
債
費
等
）
に
ど

の
程
度
充
て
ら
れ
て
い
る
か
を
示

し
て
い
ま
す
。
そ
の
比
率
が
高
い

ほ
ど
財
政
構
造
の
硬
直
化
が
進
ん

で
い
る
こ
と
を
表
し
ま
す
。

　

本
市
の
経
常
収
支
比
率
は
22
年

度
に
90
％
台
か
ら
80
％
台
に
改
善

し
、
そ
の
後
も
減
少
傾
向
に
あ
り

ま
し
た
が
、
25
年
度
は
合
併
以
降

最
も
良
好
で
あ
っ
た
24
年
度
の

86
・
９
％
か
ら
87
・
７
％
に
わ
ず

か
に
上
昇
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

歳
出
で
は
人
件
費
が
人
員
削
減
や

給
与
の
特
例
減
額
に
よ
っ
て
減
少

し
た
一
方
で
、
電
気
料
金
値
上
げ

に
伴
う
需
用
費
や
体
育
施
設
の
指

定
管
理
委
託
化
に
よ
る
委
託
料
が

増
加
し
た
こ
と
、
歳
入
で
は
法
人

市
民
税
や
固
定
資
産
税
等
の
市
税

が
減
収
と
な
っ
た
こ
と
が
主
な
要

因
で
す
。
今
後
も
、
社
会
保
障
関

係
経
費
や
老
朽
化
し
た
施
設
の
維

持
管
理
費
用
の
増
加
が
見
込
ま
れ

る
た
め
、
引
き
続
き
人
件
費
の
削

減
や
民
間
委
託
の
推
進
等
に
よ
っ

て
更
な
る
経
常
経
費
の
削
減
を
進

め
、
よ
り
健
全
な
財
政
構
造
を
目

指
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

▼
財
政
力
指
数

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示

す
指
数
で
、基
準
財
政
収
入
額（
普

通
交
付
税
を
算
定
す
る
た
め
に
、

一
定
の
条
件
で
税
収
入
等
を
基
に

計
算
し
た
地
方
公
共
団
体
の
収
入

額
）
を
基
準
財
政
需
要
額
（
人
口

や
道
路
延
長
等
を
基
に
計
算
し
た
、

地
方
公
共
団
体
が
必
要
と
す
る
標

準
的
な
支
出
額
）
で
割
っ
て
得
た

数
値
の
過
去
3
か
年
分
の
平
均
値

財政健全化判断比率等の対象となる会計区分

区分 会　計　名　等 財政健全化判断比率 資金不足比率

一
般
会
計
等

（
普
通
会
計
）

一般会計 実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

普通会計に属す
る特別会計

休日夜間診療所特別会計

墓園事業特別会計

特
別
会
計
等

公営企業
会計

法※

適用
水道事業会計

資
金
不
足
比
率

病院事業会計

法
非適用

公共下水道事業特別会計

集落排水事業特別会計

浄化槽事業特別会計

上記以外の
特別会計

交通災害共済事業特別会計 資金不足比
率は公営企
業会計ごと
に算定

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療保険特別会計

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

公営企業
会計

法
非適用

庄内広域行政組合（青果市場事業特別会計）

　〃　（庄内食肉流通センター特別会計）

上記以外の
一部事務組合等

山形県消防補償等組合

山形県自治会館管理組合

山形県市町村職員退職手当組合

庄内広域行政組合（普通会計）

　〃　（庄内地方拠点都市地域事業特別会計）

山形県後期高齢者医療広域連合
地
方
公
社
・

第
三
セ
ク
タ
ー

損失補償または
債務保証を付し
ている法人等

鶴岡市土地開発公社

鶴岡市開発公社

湯殿山観光開発公社
※法…地方公営企業法
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で
す
。
こ
の
数
値
が
大
き
い
ほ
ど

財
源
に
余
裕
が
あ
り
、
１
・
０
を

超
え
る
と
普
通
交
付
税
が
交
付
さ

れ
ま
せ
ん
。

　

25
年
度
の
数
値
は
０
・
４
１
９

で
あ
り
、
前
年
度
に
比
べ
０
・
０

０
５
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
ま
し
た
。

▼
公
債
費
負
担
比
率

　

公
債
費
負
担
比
率
と
は
、
公
債

費
に
充
当
さ
れ
た
一
般
財
源
の
、

一
般
財
源
総
額
に
対
す
る
割
合
で

す
。
そ
の
率
が
高
い
ほ
ど
財
政
運

営
の
硬
直
性
の
高
ま
り
を
示
し
て

お
り
、
20
％
を
超
え
る
と
危
険
ラ

イ
ン
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

25
年
度
の
数
値
は
、
公
債
費
の

減
少
に
伴
い
、
こ
れ
に
充
当
さ
れ

た
一
般
財
源
が
減
っ
た
こ
と
か
ら

16
・
８
％
と
、
前
年
度
に
比
べ
１
・

２
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
ま
し
た
。

▼
財
政
健
全
化
判
断
比
率
等

 

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、

各
自
治
体
は
財
政
健
全
性
に
関
す

る
比
率
（
健
全
化
判
断
比
率
、
公

営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
）
を
公

表
し
て
い
ま
す
。
各
比
率
が
基
準

を
超
え
た
場
合
に
は
、
財
政
健
全

化
計
画
の
策
定
等
が
義
務
付
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

○
実
質
公
債
費
比
率
（
表
③
）

　

実
質
公
債
費
比
率
と
は
、
地
方

公
共
団
体
の
資
金
繰
り
の
危
険
度

を
示
す
指
標
で
す
。
公
債
費
の
他

に
公
営
企
業
債
に
対
す
る
繰
出
金

や
一
部
事
務
組
合
の
公
債
費
に
対

す
る
負
担
金
等
を
含
め
た
実
質
的

な
公
債
費
相
当
額
が
、
標
準
財
政

規
模
に
占
め
る
割
合
を
指
し
ま
す
。

　

25
年
度
は
、
市
債
の
元
利
償
還

金
に
係
る
交
付
税
算
入
額
が
増
え

た
こ
と
な
ど
か
ら
９
・
０
％
と
な

り
、
前
年
度
に
比
べ
１
・
４
ポ
イ

ン
ト
低
下
し
ま
し
た
。

○
将
来
負
担
比
率
（
表
③
）

　

将
来
負
担
比
率
と
は
、
将
来
の

財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
に
つ
い

て
の
指
標
で
す
。
実
質
公
債
費
比

率
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
公
債
費

等
に
加
え
、
土
地
開
発
公
社
や
第

三
セ
ク
タ
ー
の
負
債
の
う
ち
、
市

が
損
失
補
償
や
債
務
保
証
を
し
て

い
る
も
の
で
経
営
状
況
等
に
応
じ

て
見
込
ん
だ
負
債
額
を
合
算
し
た

将
来
負
担
額
が
、
標
準
財
政
規
模

に
占
め
る
割
合
を
指
し
ま
す
。

　

25
年
度
は
、
普
通
会
計
や
公
共

下
水
道
事
業
特
別
会
計
を
は
じ
め

と
し
た
各
会
計
の
市
債
残
高
が
減

少
し
、
前
年
度
よ
り
も
将
来
負
担

額
が
43
億
円
減
少
し
た
結
果
、
比

率
は
前
年
度
に
比
べ
14
・
０
ポ
イ

ン
ト
低
下
し
て
79
・
４
％
に
な
り

ま
し
た
。
こ
の
水
準
は
、
早
期
健

全
化
基
準
３
５
０
％
を
大
き
く
下

回
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
将
来
の

財
政
運
営
に
支
障
を
来
す
状
況
で

は
な
い
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

今
後
の
課
題

▼
合
併
特
例
期
間
終
了
後
の
財
政

運
営
に
つ
い
て

　

平
成
17
年
の
合
併
以
降
、
新
市

の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
中
で
、

本
市
は
国
の
様
々
な
財
政
上
の
優

遇
措
置
を
受
け
て
き
ま
し
た
。

　

特
に
地
方
交
付
税
は
、
合
併
す

る
以
前
の
市
町
村
単
位
で
算
定
す

る
合
併
算
定
替
え
と
い
う
有
利
な

制
度
が
適
用
さ
れ
、
１
つ
の
自
治

体
と
し
て
本
来
算
定
さ
れ
る
金
額

よ
り
多
く
交
付
を
受
け
て
い
ま
す
。

こ
の
優
遇
措
置
を
受
け
る
こ
と
の

で
き
る
期
間
（
い
わ
ゆ
る
合
併
特

例
期
間
）
は
合
併
後
10
年
と
さ
れ

て
お
り
、
本
市
の
場
合
は
27
年
度

ま
で
で
、
そ
の
後
28
年
度
か
ら
5

か
年
度
を
か
け
て
段
階
的
に
減
額

さ
れ
、
33
年
度
か
ら
は
こ
の
優
遇

措
置
は
な
く
な
り
ま
す
。
ま
た
、

合
併
新
市
づ
く
り
の
た
め
に
発
行

で
き
る
有
利
な
起
債
で
あ
る
合
併

特
例
債
は
、
発
行
可
能
期
間
が
5

年
間
延
長
さ
れ
て
32
年
度
ま
で
発

行
で
き
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
が
、

こ
ち
ら
も
33
年
度
か
ら
は
発
行
で

き
な
く
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
本
市
で
は
こ
れ
ら

の
優
遇
措
置
の
終
了
に
よ
る
減
収

を
考
慮
し
つ
つ
、
必
要
な
施
策
を

着
実
に
実
行
し
続
け
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
行
財
政
運
営
を
行
っ

て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

歳
入
に
お
い
て
は
、
国
や
県
か

ら
の
交
付
金
や
補
助
金
、
市
債
等
、

依
存
財
源
に
頼
る
部
分
が
大
き
い

こ
と
か
ら
、
安
定
的
な
収
入
と
な

る
自
主
財
源
の
確
保
に
向
け
て
、

税
源
の
か
ん
養
、
市
税
等
の
徴
収

率
の
向
上
、
受
益
者
負
担
の
適
正

化
を
一
層
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

歳
出
に
お
い
て
は
、
費
用
の
増

大
を
招
か
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、

職
員
定
数
の
適
正
化
、
事
務
事
業

の
更
な
る
見
直
し
と
効
率
化
、
経

常
経
費
の
一
層
の
節
減
、
適
正
な

優
先
度
に
基
づ
く
投
資
事
業
の
実

施
に
努
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

今
後
も
、
行
財
政
改
革
に
積
極

的
に
取
り
組
み
、
よ
り
一
層
の
財

政
の
健
全
化
を
図
り
な
が
ら
、
鶴

岡
市
総
合
計
画
で
示
し
た
市
政
の

振
興
・
発
展
と
安
全
・
安
心
な
市

民
生
活
の
維
持
向
上
の
た
め
に
、

必
要
な
施
策
・
各
事
業
に
着
実
に

取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

財政健全化判断比率等　表③ 単位：％

指標 指標の意味 鶴岡市の
数値

早期健全化基準
（黄色信号）

財政再生基準
（赤信号）

財
政
健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率 普通会計における財政運営の
深刻度を示す指標

　 ‐※1
（‐）

11.46
（11.48） 20.00

連結実質赤字比率 地方公共団体全体としての財政運営の深刻度を示す指標
　 ‐※1
（‐）

16.46
（16.48） 30.00

実質公債費比率 地方公共団体の資金繰りの危
険度を示す指標

9.0
（10.4） 25.0   35.00

将来負担比率 地方公共団体の将来の財政を
圧迫する可能性を示す指標

79.4
（93.4） 350.0

資金不足比率
（公営企業会計ごと）

公営企業ごとの経営状況の深
刻度を示す指標 　 ‐※2

経営健全化基準
20.00

（  ）内は24年度の数値
※１…本市の普通会計
　　　で実質赤字額は
　　　生じていない。
※２…本市の全ての公
　　　営企業会計で資
　　　金不足額は生じ
　　　ていない。
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特
別
会
計
の
決
算

　

特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業

を
行
う
た
め
に
、
特
定
の
収
入
・

支
出
を
行
う
会
計
で
、
一
般
会

計
と
は
経
理
を
別
に
し
て
い
ま
す
。

行
う
事
業
は
営
利
目
的
で
は
な
く

公
益
的
な
も
の
で
あ
る
た
め
、
そ

の
会
計
だ
け
で
は
収
入
が
不
足
す

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
場
合
、

一
般
会
計
か
ら
の
繰
出
金
を
受
け

て
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

25
年
度
の
繰
出
額
は
、
介
護
保

険
特
別
会
計
で
保
険
給
付
費
が
増

え
た
た
め
、
対
前
年
度
で
４
、
９

０
３
万
円
増
加
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計

で
は
、
過
去
の
補
償
金
免
除
繰
上

償
還
に
よ
る
公
債
費
繰
出
の
減
等

に
よ
っ
て
３
億
１
、
９
０
０
万
円

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

地
方
公
共
団
体
が
経
営
す
る
地

方
公
営
企
業
に
つ
い
て
は
、
本
市

で
は
病
院
と
水
道
の
2
つ
の
企
業

会
計
を
設
け
て
い
ま
す
。

病
院
事
業
会
計

　

本
市
で
は
、
高
度
で
専
門
的
な

医
療
や
急
性
期
医
療
、
救
急
医
療

を
担
う
荘
内
病
院
と
、
慢
性
期
医

療
を
担
う
湯
田
川
温
泉
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
病
院
を
経
営
し
て
い

ま
す
。

　

病
院
事
業
の
会
計
は
、
通
常
の

診
療
等
病
院
運
営
に
つ
い
て
の
収

益
的
収
支
と
、
病
院
の
施
設
や
医

療
機
器
の
整
備
等
に
つ
い
て
の
資

本
的
収
支
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　

25
年
度
の
決
算
は
、
収
益
的
収

支
で
入
院
収
益
の
減
少
や
、電
気
・

ガ
ス
の
契
約
単
価
上
昇
に
よ
る
光

熱
水
費
の
増
加
等
に
よ
っ
て
、
７

億
２
、
２
６
２
万
円
の
赤
字
と
な

り
ま
し
た
。
し
か
し
、
収
益
的
支

出
に
は
約
９
億
９
、
０
０
０
万
円

の
減
価
償
却
費
等
の
現
金
支
出
を

伴
わ
な
い
費
用
が
含
ま
れ
て
お
り
、

実
質
的
な
資
金
不
足
は
生
じ
て
い

ま
せ
ん
。

　

資
本
的
収
支
で
は
３
億
６
、
３

２
０
万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た

が
、
不
足
分
は
、
過
年
度
分
損

※

益

勘
定
留
保
資
金
等
で
補
塡
し
ま
し

た
。
ま
た
、
資
本
的
支
出
の
う
ち

70
・
４
％
は
、
病
院
建
設
や
医
療

機
器
購
入
の
た
め
の
借
入
金
の
返

済
に
充
て
ら
れ
た
も
の
で
す
。
こ

れ
に
収
益
的
支
出
に
計
上
さ
れ
る

利
息
分
を
加
え
た
返
済
額
の
合
計

が
、
12
億
６
、
３
７
８
万
円
と
な

り
、
施
設
や
医
療
機
器
等
の
整
備

を
、
計
画
的
・
効
率
的
に
行
う
よ

う
努
め
て
い
ま
す
。

　

病
院
経
営
を
取
り
巻
く
環
境
は
、

医
師
確
保
等
、
依
然
と
し
て
厳
し

い
状
況
に
あ
り
ま
す
。
収
支
の
改

会計名等 歳入決算額 歳出決算額 一般会計繰出額 主な事業の内容

加茂財産区管理特別会計 1,506万円 108万円 － 財産区有林の保育造林の実施

交通災害共済事業特別会計 3,247万円 3,247万円 79万円 交通事故被害に遭った加入者への見舞金の支給

国民健康保険特別会計（事業勘定） 134億5,841万円 132億1,860万円 6億7,580万円 国民健康保険の円滑な運営

国民健康保険特別会計（直診勘定） 5,345万円 5,326万円 1,988万円 上田沢・大網診療所の運営

後期高齢者医療保険特別会計 13億6,279万円 13億6,061万円 4億2,843万円 後期高齢者医療保険の円滑な運営

介護保険特別会計 143億8,491万円 143億3,121万円 19億   498万円 介護保険の円滑な運営

休日夜間診療所特別会計 9,820万円 5,932万円 － 休日夜間診療所・休日歯科診療所の運営

墓園事業特別会計 2,394万円 308万円 － 鶴岡墓園等の管理運営

集落排水事業特別会計 15億7,757万円 15億6,176万円 6億3,400万円 集落排水施設の整備・維持管理

公共下水道事業特別会計 57億8,047万円 57億1,980万円 18億6,200万円 公共下水道施設の整備・維持管理

浄化槽事業特別会計 5,897万円 5,744万円 3,200万円 浄化槽施設の整備・維持管理

企業会計
会計名等 歳入決算額 歳出決算額 一般会計繰出額 主な事業の内容

病院事業
収益的収支 124億5,305万円 131億7,567万円 6億6,159万円 病院事業の運営

資本的収支 10億7,813万円 14億4,133万円 6億5,775万円 病院施設等の整備等

水道事業
収益的収支 34億8,746万円 34億4,959万円 1億4,391万円 水道事業の運営

資本的収支 6,236万円 7億8,481万円 4,128万円 水道施設の整備等

平成25年度の特別会計の決算
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善
に
向
け
、
25
年
度
ま
で
実
施
し

て
き
た
荘
内
病
院
中
長
期
運
営
計

画
の
見
直
し
を
行
い
、
職
員
が
知

恵
を
出
し
合
い
、
経
営
の
健
全
化

に
向
け
た
取
り
組
み
を
一
層
推
進

す
る
と
と
も
に
、
庄
内
南
部
地
域

の
基
幹
病
院
と
し
て
地
域
の
医
療

機
関
と
の
連
携
を
強
化
し
、
今
後

と
も
高
度
・
良
質
な
医
療
と
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
に
努
め
ま
す
。

水
道
事
業
会
計

　

25
年
度
の
給
水
量
は
、
給
水
人

口
の
減
少
や
使
用
者
の
節
水
意
識

の
定
着
等
に
よ
っ
て
前
年
度
に
引

続
き
減
少
し
ま
し
た
。

　

供
給
水
量
は
、
年
間
１
、
７
５

２
万
２
、
６
１
６
㎥
で
、
対
前
年

度
で
84
万
９
、
２
６
７
㎥
減
少
し

て
い
ま
す
。
給
水
量
の
う
ち
水
道

料
金
の
対
象
と
な
る
有
収
水
量
は

１
、
５
３
５
万
２
、
５
２
０
㎥
で
、

45
万
５
、
３
９
７
㎥
減
少
し
て
い

ま
す
。

　

工
事
関
係
で
は
、
水
質
基
準
の

改
正
に
合
わ
せ
て
取
り
組
ん
で
き

た
鉛
製
給
水
管
改
良
事
業
が
25
年

度
で
完
了
し
ま
し
た
。

　

水
道
事
業
は
主
に
使
用
者
か
ら

頂
く
水
道
料
金
に
よ
っ
て
運
営
し

て
い
ま
す
。
そ
の
会
計
に
は
水
を

供
給
す
る
た
め
の
収
益
的
収
支
と
、

水
道
施
設
の
改
良
整
備
等
を
行
う

た
め
の
資
本
的
収
支
が
あ
り
ま
す
。

　

収
益
的
収
支
で
は
収
入
が
対
前

年
度
で
９
、
１
８
７
万
円
の
減
収

と
な
り
ま
し
た
が
、
人
件
費
等
の

経
費
削
減
に
よ
っ
て
３
、
７
８
７

万
円
の
純
利
益
を
計
上
し
ま
し
た
。

ま
た
、
資
本
的
収
支
で
は
老
朽
管

の
更
新
工
事
費
や
企
業
債
の
償
還

金
等
の
支
出
が
あ
り
７
億
２
、
２

４
５
万
円
の
収
入
不
足
と
な
り
ま

し
た
。
こ
の
不
足
分
は
損

※

益
勘
定

留
保
資
金
等
で
補
塡
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
近
年
の
水
道
事
業
を
取

り
巻
く
厳
し
い
状
況
に
対
応
す
る

た
め
、
鶴
岡
市
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
の

第
二
次
改
定
を
行
う
と
と
も
に
、

第
三
次
水
道
事
業
経
営
効
率
化
計

画
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
か
ら
も
本
市
水
道
事
業
の

基
本
理
念
で
あ
る
「
命
に
か
か
わ

る
水
道
水 

ど
ん
な
時
で
も
『
安

全
・
安
心
・
安
定
』
を
届
け
ま
す
」

の
実
現
に
向
け
、
更
に
効
率
的
な

事
業
運
営
を
図
り
な
が
ら
、安
全
・

安
心
な
水
の
安
定
供
給
に
努
め
ま

す
。※

損
益
勘
定
留
保
資
金

　
収
益
的
収
支
の
う
ち
現
金
の

支
出
を
必
要
と
し
な
い
費
用
の

こ
と
で
、
減
価
償
却
費
等
が
あ

り
、
費
用
化
し
て
資
本
的
収
支

の
資
金
不
足
に
充
当
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

平成25年度病院事業決算平成25年度水道事業決算

20.9 19.319.420.120.720.5
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（万人）
25

5

0

10

15

20

23年度 25年度24年度

（万人）〈入院〉 〈外来〉

〈患者の来院状況〉有収水量年間給水量 平均給水量１日最大給水量

収益的収支 収益的収支

資本的収支 資本的収支

〈収入34億8,746万円〉

〈収入6,236万円〉

〈支出34億4,959万円〉

〈支出7億8,481万円〉

〈収入124億5,305万円〉

〈収入10億7,813万円〉

〈支出131億7,567万円〉

〈支出14億4,133万円〉

給与費
58億4,668万円
（44.4％）

材料費
25億7,128万円
（19.5％）

減価償却費
9億8,468万円
（7.5％）

その他
37億7,303万円
（28.6％）入院収益

86億6,981万円
（69.6％）

外来収益
26億3,507万円
（21.2％）

その他11億4,817万円
（9.2％）

企業債償還金
10億1,401万円
（70.4％）

建設改良費
4億2,732万円
（29.6％）出資金

6億5,775万円
（61.0％）

企業債
3億2,500万円
（30.1％）

補助金9,538万円
（8.9％）

※資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金などで補塡している。※資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金などで補塡している。

一般管理費
22億3,205万円
（64.7％）

減価償却費等
10億1,090万円
（29.3％）

　うち
人件費   3億   800万円
受水費 14億4,870万円

支払利息
1億8,698万円
（5.4％）

その他1,966万円
（0.6％）

水道料金
31億6,227万円
（90.7％）

他会計負担金
1億5,582万円
（4.5％）

その他1億6,937万円
（4.8％）

出資金
4,128万円
（66.2％）

補助金697万円
（11.2％）

工事負担金
1,340万円
（21.5％）

その他71万円
（1.1％）

その他
5,680万円
（7.3％）

企業債償還金
6億1,777万円
（78.7％）

工事費
1億1,024万円
（14.0％）
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平成25年度
実施事業

　平成25年度に実施した事業の一部
を写真で紹介します。

鶴岡市の財政・決算及びこの特集について、詳しくは本所財政課へ
☎25‐2111内線332　　zaisei@city.tsuruoka.lg.jp

朝暘第四小学校改築事業【鶴岡地域】
　３つの小学校（旧朝暘四小、旧湯田川小、旧田川小）
を統合した朝暘第四〈よん〉小学校の新校舎がしゅん
工しました。平成26年４月から23クラス、600人が
新しい校舎で学校生活を送っています。

地域活性化事業【羽黒地域】
　出羽三山の食文化を通じた地域づくりを展開する
「出羽三山精進料理プロジェクト」では、新たに精進
料理弁当を開発し、各種イベント等でPRしました。

過疎対策推進事業【朝日地域】
　過疎地域の新たな担い手として「地域おこし協力隊」
２名が大鳥地区に着任し、地域づくり活動や情報発信
等を通して、地域力の維持・向上に取り組みました。

地域活性化事業【櫛引地域】
　国指定重要無形民俗文化財である黒川能を後世に継
承していくため、能面102点、装束110点を所収した
図録の作成を支援しました。

地域活性化事業【温海地域】
　地域内の商店等が連携してイーゼルやのれんを設置
しました。情緒豊かな「歩いて楽しいあつみ温泉」を
演出し、一層の誘客に努めました。

地域活性化事業【藤島地域】
　庄内農業高校と地域、関係団体が連携して、米粉加
工品の商品化の研究、地域公開講演会、芝生での地域
緑化等、同校の発展と地域振興を目指す取り組みを行
いました。


